







プロセス・ イ ノ ベ ー シ ョンと不確実性*
I. はじめに
高 橋 秀  悦
現代社会では,:'レク ト ロ ニ ク ス や 半 導 体 な ど に み ら れ る よ う に ,  技術
の進歩にはめざましいものがある。それは,多くの場合,偶然の産物とい
うょりは,  日常の研究開発活動(R&D活動)の成果である。経済学では,











1 )  「技術進歩率」を「外生変数」として取扱つた代表例としては, 1960年代の
経済成長論の研究を挙げることができる(その展望論文としては, Hahn and
Matthews[5]を挙げることができる)。 また最近, これを内生化しょうとした
試みとしては, S a t o  and Suzawa[12]を挙げることができる。
「R&D支出」を「内生的」に取扱つた論文の中で,この分野の研究者に大
きなインパクトを与えた論文は,Dasgupta and Stigl iz[4]であろう。彼らの
貢献は, R & D 活 動 が, 伝統的な譲論のように,市場描造によって規定されて
といったモデルではなく, 市場構造をも内生変数としてモデルに組み込み, R
&D支出と市場構造とが同時に決定されるモデルを構築し, そ こ か ら 経 済 学
的含意を引き出したことにある(この点に関しては,伊藤・誉国 [ 6 ] お よ び
Stoneman[13コを参照)。 またDasgupta and Stiglitzモデルの拡張としては,
Tandon[15]を挙げることができる。
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R & D は , 新 製 品 の 開 発 を 目 的 と し た R & D ( プ ロ ダ ク ト ・ イ ノ ベ ー シ
ョ ン ) と 生 産 費 用 の 低 下 を 目 的 と し た R & D ( プ ロ セ ス ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン )
とに大別されるが, 本論文では, 後者を分析の対象とする2 )。
と こ ろ で , R & D 活 動 を 行 つ て い る 企 業 は , 価 格 ( ま た は 需 要 ) の 不 確
実性やR&Dの効果についての不確実性に直面しているものと考えられる
が3 ), 今のところ, これらについて分析した論文は極めて少ないように思
われる。. そこで,本論文では,完全競争下にある危険回避企業が, 価格不
確実性やR&D支出の効果の不確実性に直面したとき, ど の よ う に ,  生産
量, R&D支出およびR&D支出一期待売上額比率を決定するかを分析す
る (命題1および3)。  また, この企業の絶対的危険回避関数が通減的で












2 ) ・ 伊藤・書田 [6コ が指摘するように, 両者を理論経済学的に分析するときに
は, 相当異なった取扱いをしなければならないであろう。 
3 )  佐藤[11]によれば,企業が直面する不確実性には,この他に,景気循環な
どに伴う一般的な不確実性があるが, 本論文では分析の対象とはしない。 これ
ら3つの不確実性は, 佐 藤 [ 1 1 ] が 指 摘 す る よ う に, 保険等によって保障され
ることがない本質的なリスクである。 - 2 -
プロセス ・ イ ノ べーシaンと不確実性
X ;企業のR&D支出 ・ ・





e (q,X) ; 生 産投用のR&D支出弾力性
U (: r);企業の利潤の効用
E[ ・ ] ;期待値オべレーター
仮定
①生産費用は, 生産量が增加するにしたがって增加するが, R&D支出
の增加によっては, 逆に減少する。 また生産費用関数は, 厳密なll;l1関
数であると仮定する。すなわち,
②企業は, 危険回避的に行動するものと仮定する。 すなわち,
U'> 0 , U''< 0
m. 確実性下の企業行動
不確実性下の企業行動を明らかにするには, 確実性下の企業行動との対
比で,議論をすすめることが, 有効である。 そこで, 本節では,価格不確
実性にもR&D支出の効果の不確実性にも直面しておらず, 市場で決定さ- 3 - 3
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れる製品価格1Pを所与として行動している企業の生産量およびR&D支出
の決定について分析する。 、
この企業は, 利 潤 :'r(=売上額一生産費用一R&D支出) を種大にする
よ う に,生産量q およびR&D支出Xを決定するものとする。すなわち
( 1 )  max ?=1p,a-aC( l1 ,X)-X
q, X
である。 この必要十分条件は
( 2 )  p=a9等
1llC
( 3 )  -a∂一x=
( 4 )  -?;iくo,一言?<o
( 5 ) H> 0
で あ る が , ( 4 ) ( 5 ) は 前 節 の 仮 定 に よ り 満 た さ れ て い る o 。
( 2 ) ( 3 ) は ,  価格が生産の限界費用と等しく, またR&D支出の增加
に伴う生産費用の削減額がR&D支出の限界費用に等しいとき, 利潤極大
が達成されることを含意している。
こ こ で , ( 2 ) ( 3 ) よ り
_X∂C q ∂C X- Pia-X=-c i i-
と な る こ と か ら. われわれは
1j_=1i(a X )
( 6 )  pq δ(a,x)
を 導 出 す る こ と が で き る。 ( 6 ) は ,  R & D 支 出一売上額比率が, 生産費用
のR&D弾力性 e (≡一器)と生産費用の生産量弾力性δ(≡-g 書;) と の
4)  これは, C(a X)が厳密な曲関数であることを意味している。
Dasgupta and Stiglitz [ 4 ]では, ・el,餘費用関数 a C(l,X )が aC(X)q, の形
に特定化されている。 このような場合には,C( l1,,X )は凸関数とはならず,上
の十分条件は満たされない。












こ の と き
( 7 )  max E[U(:r) ]=max E[ V (pq-aC (1j,X)-X)]
q,X q, X
であり, その極大化のための必要条件は
( 8 ) E[U' (P-a3?l=o
( 9 ) E[u'・ (-aき器一1)l=E[u'](-aき?-1)=o
である。 ( 9 ) の 条 件 は,E1[U'] > 0 で あ る の で, 確実性下の極大化のため
必 要 条 件 ( 3 ) と ま っ た く 同 じ 条 件 で あ る。他方, ( 8 )は ,危険回避企業
(すなゎちU''> 0 ) に お い て は ,,,
_ _ 1llC
(10) IP ;≧α一aa,
を意味している (危険愛好企業(U">o) な ら ば ,  (l0)の不等号は逆向きに
なる)。 これは次のようにして証明されるS )。
まず p?P とすれば 1r≧元, したがって U(1t)≧U(元) で あ る o U''< 0
5 )  このようなタイプの証明は, Sandomo[10]において初めてなされ, 上の間
題に類似した不確実性の間題を解くときの手法としてよく用いられているo
Batra[2],Batra and Ul lah [3 ] ,酒井[8] , 高橋[14 ]  を参照せよ。- 5 - 5
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なので, U'(,01i;ll「'(,,:)が成立する。 この両辺に :P-PC≧0)を乗ずると
( P- 1P) U'(r)≦CP-il) U'(i t)
が得られる。逆に, 1P≦ ii とすれば, U'(r) i≧0l'(i i:) と な る が , こ の 両 辺
に P-il (≦0)を乗ずれば,Pi≧ii の と き と 同 様 に
(P-p) U'(n)≦(P -1P) U'(i)
と な る。 ここで期待値をとると
(11) E[ ( P-p)U'(t)]≦;1E[ (p- p)U'(ii) ]=0
したがって
(12) E[1pU'(,r) ]≦jiE[U'(1e) ]
が得られる。 ( 8 ) に よ り ,,




( 2 )  ( 3 ) を . Xについて解いたとき得られる関数を, それぞれ
( 2 )' X=f( q)
( 3 )' X=g(q) ' 
とすれば,
df _ 1ll2C / 1ll2C
(13) d西一一ijli'/ i j;5:X'
空 = _ a9C /型
( l 4 ) dq ? / ax2
である。 こ の と き






る o  , ,
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(,5 ) ?-?端=- H/(器 ・識
である。C(q',X)が厳密な凸関数であるとの仮定器> 0 ,??> 0 ,1f> 0)
に よ り ,
(16) s'gn 需= s'gn 9諾= s'gn (多第一第)= s'g n (- a器)
が成立する。
( 2 ) ( 3 ) に ュ ー ー ク な 解  (q',X* )  が存在することは, 上の仮定に
ょり保証されている。 こ こ で , そ の 解 が 正 の 解 ( ,11* > 0 , X* > 0 ) で あ る と
すれは', わ れ ゎ れ は , 0器 の正負に応じて, 2 通 り の 図 を 描 く こ と が で
きる。第1図には, R&D支出の增加が生産費用ばかりでなく, 生産の限
界費用をも低下させる場合 (器器< 0 , 器< 0)が描かれている。
ところで価格不確実性下の企業の主体的均衡条件は, ( 8 )  ( 9 )  である
が, 前 述 の よ う に , ( 9 ) は ( 3 ) , す な わ ち , X=g(l1l) を , ま た ( 8 ) は ,
危険回避企業にあっ て は , ( 1 0 ) , す な わ ち , X i; >f(i ) を含意しているか
ら,価格不確実性下の企業の主体的均衡点は, 第1図の斜線部分の9(9 )
曲線上のどこか(すなわち太線上のどこか)に位置することになる。それ
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定する 7 )。
こ の と き の R & D 支 出一期待売上額比率は, 確実性下よりも高くなる場
合 , 低 く な る 場 合 の い ず れ も あ り う る 。 す な わ ち ,  も し
(,7 )  -? ?>?c書i識
3X ?
とすれば,,,
, dg_ a2C /a2C X
(17) - - -- i lfi<-dq aqax ax, q
とな る こ と か ら ,  R & D 支 出一期待'1i上額比率は, 価格不確実性下のほう
が , 確 実 性 下 よ り も 高 く な り , ( 1 7 ) の 不 等 号 が 逆 向 き な ら ば ,  反対に低
く な る。
02C
他方, 第2図には, aqax> 0 , す な わ ち, R&D支出の増加が,  生 産
費用を低下させはするが, 限界 11llt用 を 増 加 さ せ る 場 合 が 描 か れ て い る 。
a2C _ ,llC
? > 0 の と き に は , P ?ajx は , X ?f( q) を 含 意 し て い る こ と か ら ,
価将不確実性ドでの危険回避企業の主体的均衡点は , 第2図の斜線部分の
9 ( l1) 曲 識 上 の ど こ か ( 太 線 上 の ど こ か ) に 位 置 す る こ と に な る。 それゆ
x
第 2 國
7 )  危険要好企業は, X ?(電 ) , X=g(,li) に ( ,1l. X) を 決 定 す る か ら , 確 実 性 下
よ り も , 生 産 量 と R & D 支 出 を 高 い 水 準 に 決 定 す る。
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に置き換え, 価格不確実性增大の効果を分析することにする。 ただし, 「
はmulticative shift parameterであり,θはadditive shift parameter
である。われわれは,価格不確実性增大の純粋効果を分析したいの .で,
Sandomo[9] , [10]にならって, 価格不確実性が增大しても, その期待
値が変化しないものとして分析をすすめる,すなゎち '
多i [r1p+θ ] = 0 ま た は g多a-.E[pコ=-ii
であるo
( 8 ) の1Pを 「P十0で置き換え, 「で微分し, 「=l , lll=0で評価すれば,
E[u"・(P-6i最1)・ (( P-P)-3i-a等?-a1器一?]
E[u'・(:p二 P-a要器?-aa?x?]=o
が得られる。 こ の 式 を , ( 9 ) お よ び ( 9 ) を 「 で 微 分 し た 式
1ll2c aq _a2cax
( 1 8 ) a 0 商 所+a 解f = 0_ '9 _
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を用いて,整理すれば
(19) {aH・ E[U']一器?U"・(p-a? ?
=類E[u,・( p-:p) ]+,ju,"・(p -a?等)cp-:p)q?
が得られる。この式の左辺の [ } の中は, 仮定により 1書是> 0 , H> 0 ,
U' > 0 , U'' < 0 で あ る こ と か ら ,  明らかに正である。 他方, 右辺の
E[U;・(P-:P) ] が 非 正 で あ る こ と は , ( 1 l ) よ り 明 ら か で あ る 。  ま た ,
E[U''・(P-a? ( P-1P) l lは, U"'< 0 の と き や A r r o w -Prattの絶対的
危険回避関数 (RA(n)=-U"(,r)/U'(,e) )  が通減的であるとき, 負となる
こ と か ら8 ),,
等<。
と な る。ま た, こ れ と ( l 8 ) に よ り
aX .  がC , ,
Signf =Si g n 西
が得られる。
以上により,次の命題が成立する。
[ 命 題 2 ]  危険回選企業の絶対的危険回避関数が通減的であるとき, ・
も し く はU"'<0のとき,価格不確実性の增大は, この企業の生産量を減
少させるように作用する。 またR&Dの增加が限界費用を低下させる効果
をもっならば,価格不確実の增大は, この企業のR&D支出を減少させる
よ う に 作 用 し , 逆 な ら ば , 增 加 さ せ る よ う に 作 用 す る。
V. R&D効果の不確実下の企業行動
われわれは, この節では, 以下のような企業を分析の対象とする。 すな
わち,この節での企業は,完全競争下にあり,市場価格 1Pを所与として行
8 )  この証明は,APPB:ND Ix を み よ o R・(,r) に つ い て は , A r r o w [ 1 ] と P r a t t
[7 ]を参照のこと。














(21) A, 4V'・ (P- ag翻]'0
(22) A, ,.ijO「'・ (-a器一1)ト0
であるo
危険回避企業(U"<0 )の場合には,,
E[atJ'(:lr )- ];≧aE[U'(1t) ]
となるからo), こ れ と ( 2 1 ) ( 2 2 ) と に よ り
一 _11lC
(23) P≧a町 , ・ - 、
(24) 1≧一a器 , , 1
が得られる (危険愛好企業Ct「' '> 0 )  ならば, 上の不等式の不等号は, 逆
向きとなる)。  確実性下の主体的均衡条件を満たす生産量およびR&D支
出を, それぞれ q*, Xoと す れ ば , ( 2 3 ) ( 2 4 ) は一見すると, a≦,l*, X;≧
;P を合意しているように思われるけれども, 必'fし もそうではないこ と
9 ) Et1aU'(n) ]≧aE[ 0「'(1二)],すなわち, E1[ (a1・,-a) U'(:1:) ] ≧E[ (a-a)〇'(最) ] = 0
の証明は, 前 節 の (n) , の証明とまったく同様の方法で行うことができる。_n ---: n
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を, 命題3で示そう。
ま ず ( 2 1 ) ( 2 2 ) よ り
したがって




それゆえ, われわれは, R&D支出一売上額比率については, 確実性下と
同 l:;式
◆=1i(a,x) = _ x:ac /◆?
( 6 ) pq o(a,x) cax/ caa,
を得ることができる。






と な るlo), ただし
, _ 1llC a9C ,llC 02C
( 所 )  i' =一可解+西a
ac 1llc 1llc rc
i2 i 一研可+可a
である。また前節同様に, ( 2 ) ( 3 ) を , そ れ ぞ れ
( 2 )' X=f(a)
l 0 )  すなわち, (26)を微分すれば。_ _重1重_ _ llaC d X_? :il'C d X
:Pa a, ax Pii i j=ag,+? ?
であり, この式を(26)を用いて整理すれば, (27)が得られる。
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( 3 )' X=g(q)
と書き改めると
が得られるが, 等>o,器<o,器>o,器>o, .a:>o の仮定および(l6)
がC
により,1 llja;xi >0 の と き は  .
(28) °>多義>業名
rc ・
また, j5a;x, < 0 の と き は
( 2 9 ) s i印 (諾一動=sign (諾一第)= s i g n i,
(3°) 望i>1ii>,°
と な る。われわれは,これをさらに3つのケースに細分することができ
る! l.), す な わ ち,
1 1 ) .Bl> 0 か つ .B r <0は成立しない。
よ り
o者器 または o» 諾»籌
もし成立すると仮定すると, (27)(29) に
となるが, こ れ は (30) の差第» g器> 0 と 矛 后 す る か ら で あ る o ま た 次 の よ う に
しても,B,> 0 か っBfく0が成立しないことを示すことができる。 もし成立す
ると仮定すると ・
△ =B,9器 +B二書業=2器 器一(器)'書器一 (書器)二器»o
と な る。 これは,C(l X ) が準凹関数であることを含意している。われわれは ,
C(a X:)が嚴密な曲関数であることを仮定しているので, われわれの場合には ,
Δ<0とならなければならない。 .
一 l 3 -
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( I ) B!> 0 か つ B2 >0 の と き
d h df d g
f f f o
( ll ) Bl<!0 かっ .B2>0 の と き
df dg d h
->-> 0 >-
dq dq d q
( ]ll ) Bl< 0 か つ B2く0 の と き
df dg d h->-1 > 0
dq dlj d q
である l 2 ) o  .
前節同様,X=f(a:) と X=g(q) と の ュ ニ ー ク な 解 (,i*,X'l') が正の解
であるとすれば, 以上のことから, f( q) , g(q), h(の の関係を第3図およ
び第4図のように描くことができる。
第3図は, 器< 0 の 場 合 で あ り,図のnI, ha, hm は, それぞれ上の
( l ) , ( ll ) , ( m )に対応している。 この区分は, 上述のように,企業が
予想する費用関数の形状に基づく区分であり,企業の不確実性に対する考
え方の違いによる区分ではない。 ここで, この点を考察しよう。すなわち,
12) e (-=一器=一定 ぉ ょ び i (-=号 g器=一定 ・  の場合には t
の ( m )が適用される。
- . x・ ,ll e - ' ・  . ''
このことは,p而=j=一定 よ り , X =a( 9 ) = j P g と な る の で, n(9 )が正の
傾きをもっ直線となること, ま た eCl , X)および ,ll(l,X ) が一定であること
は, 器=o, 要装=o, 器=o, 書発=o を含意しているので, これを用いると
OC O C l
B'= ijii-x-x<o
B _0C10C 1-aqili<:o
が 得 ら れ る こ と か ら, 明らかであるo
この場合には, 生産量とR&D支出の水準が, 確実性下の企案の水準より
も, ともに低く決定されることになるが,上からも明らかなょうに, R & D 支
出一売上額比率は, 確実性下のそれと同一に決定される。 , ,
l 4  - 14 -
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第 3 図
企業が危険回避企業( tf ''<0 )であれば,  前 述 の よ う に,,,
_ _ 11lC
(23) P i α町
_3C
(24) 1≧一α11x,
で あ る が , こ れ ら は, X i≧f(q) お よ び X i i lg(q) を 意 味 す る か ら , 有 効 な
l1 とXの組合せの領域は,第3図の斜線部分となる。 し た が っ て , R & D
支出の効果が不確実であるとき, 危険回避企業によって決定される生産量
と R & D 支 出 の 組 合 せ (1l, ;定) は , 第 3 図 の 斜 線 部 分 の hI, ttn, nm 曲線上
のどこかに位置することになる。すなわち, ・
( I ) B1> 0 かっ B1l> 0 の と き
;重 x,',
ei e*,ま≧X*, 面 ≧ 爾
( Il ) B,< 0 かっ .Bl> 0 の と き
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ま x・
e≦9*, た X*,西≧w




他方, U">0の企業においては,(23) (24 )の不等号が逆向きとなる
ので, 上の不等式は, すぺて不等号が逆向きで成立する。
ところで,われわれは, B, および B2 を
j _ 10COC{X がC X がC1--i a:f i a・ tii、'iXi f 解一3i'i: 3a,
所 町
. 11lC
と変形することができる。∂町 は, ' 生産量1単位の增加に伴う生産費用の
1llC
增加分であり, 一般に限界費用と呼ばれている。, ,双 は, R & D 支 出 を 1
単位追加したとき生じる生産費用の削減額であるので, . われわれは, これ
をR&Dによる省費用と呼ぶことにする。 このとき, 一 差議g および
i,a,
一発器 は それぞれ, R & D 支 出 が 1 %增加したときの限界費用の減
廠 '
少率(限界費用のR&D弾力性a,) ぉ よ び R & Dに よ る 省 費 用 の 変 化 率
(省費用のR&D弾力性り,) を 意 味 す る こ と に な り , ま た , 品, 書;ぉよび
ii
品議x は, それぞれ, 生産量が1%減少したときの限界費用の減少率
1ii-x
(限界投用の生産量弾力性e2) ぉよびR&Dによる省費用の変化率 (省費
用の,lt:産量弾力性 1ll2) を 意 味 す る こ と に な る。 こ の こ と か ら , 企 業 は , R
&D支出のl%の增加が限界費用の減少率と省費用の変化率のどちらに対
l 6  - l 6 -
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して大きく作用するかによって (すなわち 6, と 1ll, との大小関係によって),
e≧a* か ,a'≦l1*かを決定し, また, 生産量の1%の滅少が上の両者どちら
に対して大きく作用するかによって(すなわち的 と 1ll,2との大小関係によっ
て), たX * か i≦K* か を 決 定 す る こ と に な る0
以上のことから, われわれは次の命題を得ることができる。
[ 命 題 3 A ]  危険回避企業であって, R&D支出の增加が生産費用の
みならず, 限界費用をも低下させるものと予測する企業においては, R &
D支出の1%の增加がR&Dによる省費用の変化率よりも限界費用の滅少
率に対して大きく作用するとき(e,>11l, のとき) ,確実性下の企業よりも,
生産量を高い水準に決定する (e,< リ 1 のときは逆に低い水準に決定する)。
また, 生産量の1%の減少がR&Dによる省費用の変化率よりも限界1投用
の減少率に対して大きく作用するとき (e2 >1ll2 のとき) ,  確実性下の企業
よりも,R&D支出を高い水準に決定する(e2<'1'2 のときは逆となる)。
なぉ,上の命題が分析の対象としている企業のR&D支出一売上額比率
は, 確実性下の企業と比して,c,>1ll, かつ a2> り 2 の と き , お よ び e1く:10l か
つ 6 2 > り 2 のとき, 高 く な る こ と は 第 3 図 よ り 明 ら か で あ る。他 方 e,< り,
かっe2 <li2 のときは,
. . .( 3 i ) - り l> り 2 - ・ _ - : -
であれば'3 ), ;命題で述べられている企業のR&D支出一売上額比率は, 確
実性下の企業のそれょりも高くなる。 なぜならば, ( 3 l ) は ( 1 7)の別表
現であるから 
('7 )'?ii<?
13) ( 31 )よりもやや緩い条件
y l-6 l>1l 2-e g ま た は 11ll-10i>el-S 2
であ・ る。 この条件が満たされる-ときは, ( 27 )にl lt り ,
些_些« ◆ .
d,ll-Bl 'll
が成立するからである0 - l 7 - l 7
x
X*
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が成立することと
( m ) 。<?諾<?i<第
と に よ り ,,
d h X .
d-q<1j
が成立するからである。
と こ ろ で , 第 4 図 に は ,  器x> 0  の場合が描かれている。 この場合に
は , ( 2 3 ) ( 2 4 ) は , X≦f(q) お よ び Xi≧g(g) を 意 味 す る か ら,有効なq
と Xの組合せの領域は, 第4図の斜線部分となり,  危険回避企業によ って
決 定 さ れ る (電, i) は ,  この斜線部分のh曲線上のどこかに位置すること
に な る。
このとき,  われゎれは次の命題を得ることができる。
[ 命 題 3 B ]  危険回避企業であって, R&D支出の増加が生産費用を
低下させはするが, 限界費用を增加させるものと予測する企業においては,
確実性下の企業よりも,生産量を低い水準に,R&D支出を高い水準に ,
ま た R & D 支 出一売上額比率を高い比率に決定する。
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よび3Bで述ぺられて・ l1, ・1 る通りである。こ こ で , 最 後 に, R &D支出の効
果の不確実性の增大が上の企業の主体的均衡点に対してどのような影響を
与えるかについて分析してみよう。. 
a を 新 し く
ra+θ
と ぉ く 。  ただし, 前節同様に, 「はmulticative shift parameter, であ




( 2 1 ) ( 2 2 ) の a を「a+ ll lで置き換え, 「で微分し: 「=1, e=0 で評価
すれば
(32)◆[基] = [:1
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o,= 互v'・(α一a)]書等+jv''・(p- a翻( a-a)]c
.D2 iE [U'・(a-a) ]?十?U"・(-a器一1)( a-a)]C
である l 4 ) o
( 2 6 ) の 一Pg装=等 に注意を払いながら, ( 32 )を解けば,
?=B Bi
1il「 A
・ aX B B2-3r =-;i- .
が得られる。ただし,
B,E[u'・a]・ I),2/器
である。な ぉ , .Bl お よ び B2 は , す で に ( 2 7 )' として示されている。
?において,危険回避企業(U"< 0 ) で は 注 9 ) で 示 し た よ う に,,
11lC
E[U'・(a-a ) ] ≧ 0 と な る か ら , .D2 の第1項E[U'・(a-a) ]jj は非正と
な り , ま た U"' <0もしくはこの企業の絶対的危険回避関数(RA(,r) =
-U"(1r) /U'(,r ) )  が通減的であることを仮定すれば, Dg の第2項
,4 ) A,, および A2, の?ju"・(:P- a器)(-:,考j ,)] は, . (:2 6 ) の 一?=器





与式= -i[0"・(P- a器)9]/P >o
を 得 る こ と が で き る。
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E[U"・(-ag?-l)(a-a)]C が負となることか ら l S ),
.0l量< 0
と な る。 したがって
B> 0
が得られる。
15) まず, U'''く 0 . のとき, E[U''・(-?- l)( a-a)] 力11負となることを示す。
与式=E[U"・((a-a?-?-1)(a-a)]
=- i [v"・(a-a)2]器十 i [v''・(a二a)](-a書業一l) _
と変形することができる。 こ こ で E[U"・ (a-ii)t]1く0, 業< 0 , ま た ( 2 4 ) . よ
り 一?-1≦0,さらに U"'< 0 の と きE[U"・Col- li) ]≧0であるから, ・
E[U"・(-?-1)(a-a)]<o
が得られる。(なぉ, U'〃く0 の と き E[U''・(a-a)]≧0であることの証明は,,
U''く0 の と き E [U'・(a-a)]≧0 が成立することの証明とまったく同様に行
うことができる0)
次に, RA'(n) < 0 の と き,与式が負となることを示す。 1




ま た ( 2 4 ) よ り P ≧ a器器であるから,与式の第1項は,非正であるoまたこの
第2項は,注14)で示したように正である。したがって, 
E[u"・(-a器一1)( a-a)]<o ・ .
が得られる。 (なぉ, RA'(n )< 0 の と き の?U"◆(-a書?-1)]≦0の証明は,,
AppBND,x で の?U"-(1p- a考j)]≧0の証明と同様の方法によって 行 う ことが
できる。) ・
- 2 1 -
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(34) sign -3r =sign .a2
が成立する。 _
われゎれは, 一 命 題 3 A , ・ 3 Bお・よび上の両式から次の命題を得る こ と が
できる。
[命題4 ]  R&D支出の効果の不確実性の增大は, 危険回避的に行動
し, しかも U'''<0もしくは絶対的危険回避関数が通滅的であるような企
業が決定する生産量とR&D支出の水準を, 確実性下の企業が決定するこ




比率の決定にっいて分析してきた ( 命 題 1 お よ び 3 )。 また, この企業の
絶対的危険回避関数が通減的である と き ゃ U"'< 0 の と き ,  上の2つの不
確実性の增大が生産量とR&D支出に及ぼす影響についても分折してきた
( 命 題 2 お よ び 4 )。
一般に, ブ ロ セ ス ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン と は , R & D 活 動 に よ っ て 生 産 に 要
する総費用 (または平均生産費用) が低下する過程をさす。 iV節や V 節で
取 り 上 げ た よ う に ,  この過程では, 限界費用に関しては, それを增加させ
る ケ ー ス と 低 下 さ せ る ケ ー スに分けて考える-ことができ. るが, われわれは,
R&D活動が平均生産費用とと ・もに限界費用をも低下させる過程のほうが,
プ P セ ス ・ イ ノ べ 一 シ ョ .ンと呼ぶにふさわしいと考えでいる。.
こ の よ う な プ ロ セ ス ・ イ ノ ベ ー シ ョ ンが 起 つ て い る と き ( あ る.いは起る
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> り l かっe2>りa)のために生じるのであるo .




確実性下よりも高い。 こ の よ う. なとき,もし不確実性下の市場規模が確実
性下のそれとまったく同一であり, かっ企業の危険プレミアムが極めて小
さいものとすれば, 経済全体のR&D支出は, 確実性下に比ぺて, 明らか
に過剰であり,資源のミス ・ ・ ア ロ ケ ー ションが生じているo
A p p 田 D,x :  jV"・(p- a翻( P-P)qlくo の証明
まず, U'"< 0 の と き ,  上の不等式が成立することを示す。 与式を
( A . 1 ) 与 式 = .ljv"・(1p - 1P+P-a等)( P- ,P ) 9]
=E[U''・Cp-ii )2],l+E[U"・ (:p-P)](1P- a等) q
と変形することができる.。 この第1項が負となることは明らかである。 ま
0C
た, ( 1 0 ) よ り P≧a而 である.1= と , および, U"'< 0 の と き El:1f'',' (P-
p) ]≦0であることから,  第2項は非正となる。 したがって,与式は負と
一 23 - 23
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な る。(なぉ, U"'< 0 の と き E[U"・( 1P-ii)]≦0となることの証明は,
U"< 0 の と き E[U'・(P-il)]≦0 となることの証明とまったく同様にし
て 行 う こ と が で き る。)
次に, RA'(1t) < 0 の と き ,
を証明する。与式を
(A .2 )
?U''・(P-a考j)(;P-1P)ql<0 と な る こ と
=?u"・(p- a器?2]a+?u"・(:p-a?](,考j-:p)q
と変形することができる。
このとき, E[U''・(:P- a等)];≧0 は次のようにして証明することがで
き る o ま ず , P=i考j となるときの利潤を ,,o と お く と ( た だ し 1a は非
確率変数である),絶対的危険回避関数 R.,,(,,)が通減的であることから,,
( A . 3 ) 1P- a?等≧0 に対して, R‘(,,)≦R ,,(,,o)
が成立する。U'( :!l) > 0 な の で , 明 ら か に
( A・ 4 ) 1P- a?等≧o に対して, -u'(,,,) ( ;P-a等)≦o
が成立する。( A . 4 ) を ( A . 3 ) に 乗 じ, RA(1,: ) = -U"(,r)/U'l〔1r) を 考 慮
すれば,
( A . 5 ) U''(11l)(1p- a1?)≧一 .RA( m )U'( r )(p-a?
が得られる。 も し  P-li 等 ≦ 0 な ら ば ,  ( A . 3 ) ( A . 4 ) の 不 等 号 が と も
に逆向きとなるから,  ( A . 5 ) は ,  その場合でも成立する。
ここで, (A.5)の期待値をとれば
E[U''(n)・( 1p-a?等)]i≧一RA( m )E[U'(,t)・(1p-a等)]
が得られるが, 極大化のための必要条件 ( 8 )  に よ り ,  右辺はゼロとなる
ので,
必 - 24 -




したがって, こ れ と p≧,ij j と に よ り ,  (A . 2 )の第2項は,  非正と
な る。ま た , ( A . 2 )  の第1項が負であることは明らかであるから, 与式
は負となる。(証明了)
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